
 

 

 

 

【韓国】 総合指数は週間で 3.3％高と 7週ぶり反発、今週は上値重いか 

先週の動き／今週の展望 

総合指数は週間で 3.3％高と 7週ぶりに反発。1月 31日－2月 2日は旧正月で休場のため、2日間のみの取引。前週末

に約 1 年 2 カ月ぶり安値で終えただけに、連休中に米株高が進んだことから、買い戻しが入った。連休明けの 3 日は節

目の 2700 ポイントに乗せてスタート。韓国の 1 月の輸出額が

同月として過去最高となったほか、国内の製造業景況感の改善

も好感され、指数は一時 2.7％高まで上昇したが、終盤に上げ幅

を縮小した。4日も買いが優勢。米株価指数先物の上昇で投資家

が運用リスクを取りやすくなり、海外投資家などの買いが相場

を押し上げた。同日発表の CPIが市場予想を上回り、利上げ観

測が強まったほか、国内のコロナ感染者数が連日で過去最高を

更新したが、市場の反応は限られた。今週は上値が重いか。 

 

【ロシア】 RTS指数は 2.1％高と続伸、今週はウクライナ情勢をにらんでもみ合いか 

先週の動き／今週の展望 

RTS 株価指数は週間で 2.1％高と続伸。ウクライナを巡る地政学リスクが和らぐ中、原油高を受けたエネルギー株の

上昇が指数を押し上げた。週明け 1月 31日の RTS指数は前週末比 2.0％高。米国とロシアの交渉継続によりウクライナ

を巡る緊張が緩和するとの期待が高まる中、欧米株高やブレン

ト原油が 91 ドル台に上昇したことが好感された。3 日は金融

引き締めスタンスを嫌気した欧米株の下落を受けて指数は

2.2％安と 8 営業日ぶりに反落したが、4 日はブレント原油が

93 ドル台に上昇したことを追い風に指数は 0.3％高と反発し

た。個別では鉄鋼のセヴェルスターリが 5.8％、エネルギーの

ルクオイルが 3.5％、産金のポリュスが 2.6％上昇した。今週は

ウクライナ情勢や原油相場をにらんでもみ合う展開か。 

 

【ベトナム】 ベトナム指数は旧正月で休場、今週は前週の海外相場受け底堅く推

移か 

先週の動き／今週の展望 

ホーチミン証券取引所はテト（旧正月）の連休のため 1月 31日－2月 4日の丸 1週間にわたり休場。旧正月前は 1月

初めに株価が上昇し、終値の過去最高値を更新したものの、その後はやや軟調な値動きが続いた。1 月の月間下落率は

1.3％だったが、1 月 24－28 日の週は 0.4％高と 3 週ぶりに反

発している。主力大型株が売られ、週初に大きく下落したが、

その後は銀行株などを中心に押し目買いの勢いが強まった。7日

に取引が再開される今週は堅調な展開か。旧正月明けの株価は

例年、休場期間中の海外株式市場の動きが色濃く反映される。主

要先進国の金融引き締めが上値を圧迫する恐れはあるものの、

ダウ平均が先週 1 週間で 1.0％高と続伸しただけに今週のベト

ナム株市場は底堅く推移する可能性があると見込まれる。 
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【先週の動き／今週の展望】SET指数は 2.1％高、今週はタ

イ石油公社とタイ空港公社の決算が焦点 

SET 指数は週間で 2.1％高と 3 週ぶりに反発。1 月月間では

0.5％安。先週は前週末から 6営業日続伸と好調だった。週初の

31日は、21年 12月の鉱工業生産が前年同月比 6.8％増と市場

予想から上振れした効果で指数は続伸。その後も原油高などを

背景にじりじりと上値を広げ、4 日には終値で約 3 週間ぶりの

高値を更新して取引を終えた。同日に発表された 1月の CPI上

昇率は前年同月比 3.2％と 21 年 4 月以来の高い伸びとなって

いる。今週は 9日に中央銀行が定例の金融政策決定会合を開催

する予定。10日に発表されるタイ石油公社（PTT）やタイ空港

公社の 21年 10－12月期の決算内容も指数を左右しそうだ。 

 

【インドネシア】 

【先週の動き／今週の展望】クアラルンプール総合指数は

0.2％高、11日に 21年 10－12月期の GDP発表 

クアラルンプール総合指数は 3 日間の取引で 0.2％高と 3 週

ぶりに反発。1月月間では 3.5％安。先週は買い材料に乏しく、

不安定な値動きが続いた。半日立ち合いとなった 31 日は、サ

イム・ダービー・プランテーションが指数下落を主導。前週末

に米当局が同社の強制労働問題に関する十分な証拠があると

明らかにしたことが売り材料視された。連休を挟んだ 3日はメ

イバンクを含む大型株の一角が買われて指数は反発したが、4

日は利益確定売りで反落して取引を終えている。今週は 8日に

21年 12月の鉱工業生産、11日に 21年 10－12月期の GDPが

発表される予定で、市場予想を上回れば株式相場の追い風か。 

 

 

【先週の動き／今週の展望】ジャカルタ総合指数は 1.3％

高、今週は 21年 10－12月期の GDPが焦点 

ジャカルタ総合指数は 4 日間の取引で 1.3％高と反発。1 月

月間では 0.8％高。先週は一進一退の値動きが続く中、週末の

終値は引け際の買いが奏功し、2 週間ぶりに過去最高値を更新

した。週初の 31日は金融株が下げを主導し、4営業日ぶりに反

落したが、祝日を挟んだ 2日は、1月の CPI上昇率が前年同月

比 2.2％と中央銀行が設定している 2－4％の物価目標に到達し

た効果で買われ、指数は前営業日比 1.2％高と反発。週後半は

6700 ポイントを挟んでもみ合った。今週は 7 日の 21 年 10－

12 月期の GDP 発表に続き、10 日には中央銀行が定例の金融

政策決定会合を開催する予定。内容次第で上値を試す展開か。 

 

【タイ】 

【シンガポール】 

【マレーシア】 

【先週の動き／今週の展望】ストレーツタイムズ指数は 2.6％

高、週末に終値で 19年 7月以来の高値を更新 

ストレーツタイムズ指数は 3日間の取引で 2.6％高と反発。1

月月間では 4.0％高。好地合いの中、週末に終値で 19年 7月以

来の高値を更新した。週初の 31日は、旧正月前日のため半日立

ち合いとなる中、指数は小幅ながら 3 営業日ぶりに反発。連休

明けの 3 日は、前日の NY ダウが 4 日続伸した流れを引き継

ぎ、前営業日比 2.0％高と終値で 3300 ポイント台に乗せた。4

日は前日にインドの子会社を通じたバングラデシュでの電力事

業契約の調印を発表したセムコープ・インダストリーズが指数

上昇をけん引し、3 日続伸して取引を終えている。今週は国内

の重要イベントが少なく、外部要因が指数を左右しそうだ。 
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